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国土強靱化とは

• 国土強靱化は、いかなる災害等が発生しようとも、
• ①人命の保護が最大限図られること
• ②国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を

受けず維持されること
• ③国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
• ④迅速な復旧復興
• を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を持った
安全・安心な国土・地域・経済社会の構築に向けた
「国土強靱化」（ナショナル・レジリエンス）を推進する
もの

（ 「国土強靱化地域計画策定ガイドライン（第２版）」より）
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地域計画の基本的考え方

「国土強靱化地域計画策定ガイドライン（第２版）」より

都道府県等は地域計画をつくることができる。
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他の計画との関連

国土強靭化地域計画は、
国土強靭化に関しては、
「総合計画」や「地域防災計画」をはじめ
各種計画の指針となるべきものとされて
おり、策定後は、その内容を指針として

必要に応じて既存の各種計画の見直し等
を適切に行うこととされている。
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国土強靱化地域計画に基づき実施される
取組みに対する関係府省庁の支援

• 地方公共団体により策定される国土強靱化地域計画に基づき実施される取組みに対し、政府として、以下に
掲げる３２の関係府省庁所管の交付金・補助金等による支援を講じる（平成28年１月14日開催の関係府省庁
連絡会議において決定）。

○標記関係府省庁の支援の内容

• 以下に掲げる交付金・補助金の交付の判断にあたって、一定程度配慮
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内閣府 地方創生推進交付金、都市再生安全確保計画策定事業費補助金

警察庁 都道府県警察施設整備費補助金（警察施設整備関係）、特定交通安全施設等整備事業に係る補助金

総務省
地域公共ネットワーク等強靱化事業費補助金（放送ネットワーク整備支援事業）、無線システム普及支援事業費等補
助金（民放ラジオ難聴解消支援事業）、観光・防災Wi-Fiステーション整備事業、無線システム普及支援事業（周波数
有効利用促進事業）、消防防災施設整備費補助金、緊急消防援助隊設備整備費補助金

文部科学省 【新規】学校施設環境改善交付金

厚生労働省
社会福祉施設等施設整備費補助金、次世代育成支援対策施設整備交付金、地域介護･福祉空間整備等施設整備
交付金、保育所等整備交付金

農林水産省

農村地域防災減災事業、農山漁村振興交付金のうち農山漁村活性化整備対策、強い農業づくり交付金、鳥獣被害
防止総合対策交付金、治山事業、次世代林業基盤づくり交付金のうち森林・林業再生基盤づくり交付金、森林・山村
多面的機能発揮対策交付金、水産基盤整備事業、強い水産業づくり交付金、農山漁村地域整備交付金、【新規】海
岸事業（漁港海岸）

経済産業省
自立防災型高効率給湯器導入支援補助金、石油製品利用促進対策事業費補助金、地域エネルギー供給拠点整備
事業費補助金、石油製品流通網維持強化事業費補助金

国土交通省 防災・安全交付金

環境省 【新規】循環型社会形成推進交付金（浄化槽分）

国土強靱化地域計画策定プロセス

STEP1 地域を強靱化する上での目標の明確化

STEP2 リスクシナリオ（最悪の事態）、強靱化
施策分野の設定

STEP3 脆弱性の分析・評価、課題の検討

STEP4 リスクへの対応方策の検討

STEP5 対応方策について重点化･優先順位付け6



国土強靱化計画の策定イメージ

①行政機能／警察消防等 ②……

大都市での大規
模倒壊等……

○地震・津波に対する防災
情報の強化
○……
○……

○住宅・建築物
の耐震化率は…
…ことから……対
策を推進する必
要がある。
○……

○耐震化につい
て……ための対
策を図る。
○……
○……

不特定多数が集
まる施設の倒壊・
火災

２．……
３．……

１．大規模自然
災害が発生した
ときでも人命の
保護が最大限
図られる

○業務継続計画の見直しを図ることが必要
である。……

○双方向のコミュニケーションの機会が継続
的に与えられる必要がある。……

事前に備える
べき目標

起きてはならな
い最悪の事態

個別施策分野 現在取り組んで
いる施策の評価

対応方策

2 事前に備える
べき目標の設定
（基本８目標）

1 基本目標の設定
・人命の保護等（基本４目標）

3 起きてはならない
最悪の事態の設定
（基本４５事態）

4 リスク回避に必要な
施策分野を設定
（基本１２＋３分野）

5 「最悪の事態」ご
との施策の評価

6 「施策分野」ごと
の施策の評価

7 対応方策の検討

←個別施策分野（１２分野）

←横断的分野（３分野）

（例）「国土強靱化基本計画」
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STEP1 地域を強靱化する上での目標
の明確化

◆４つの基本目標
①人命の保護が最大限図られる
②国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される
③国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
④迅速な復旧復興

◆事前に備えるべき目標
１）大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

２）大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなさ
れない場合の必要な対応を含む）

３）大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する
４）大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

５）大規模自然災害発生直後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全
に陥らせない

６）大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下
水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

７）制御不能な二次災害を発生させない

８）大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を
整備する
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（例）「国土強靱化基本計画」



STEP2 リスクシナリオ（最悪の事態）、
強靱化施策分野の設定

地域計画においては、本県の状況を踏まえて、
リスクシナリオ及び施策分野を設定する。

① 想定するリスク
・国土の広域な範囲に甚大な被害をもたらす大規模自然災害全般を当面想定 する。

② リスクシナリオ（「起きてはならない最悪の事態」）
・維持・早期回復が必要な重要機能を念頭に置きながら、①で想定したリスク及び地域の特性を踏ま
えて、「起きてはならない最悪の事態」を設定する。

③ 施策分野
・②で設定したリスクシナリオを回避するために必要な施策を念頭に置きつつ、地域の状況に応じて
施策分野を設定する。
・基本計画では、以下の 12 個別施策分野と３横断的分野を設定
〔個別施策分野〕
i行政機能／警察・消防等、ii 住宅・都市、iii 保健医療・福祉、iv エネルギー、v金融、vi 情報通信、vii 
産業構造、viii 交通・物流、ix 農林水産、x 国土保全、xi 環境、xii 土地利用（国土利用）

〔横断的分野〕
iリスクコミュニケーション、ii 老朽化対策、iii 研究開発

「国土強靱化基本計画」より
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第2回国土強靱化推進本部資料より
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STEP3 脆弱性の分析・評価、課題の検討
• 脆弱性評価のイメージ

各部局の施策

＜各府省庁が実施している施策をダブルチェック＞
○「起きてはならない最悪の事態」を踏まえたチェック ⇒施策の偏り、府省庁間連携
○平時の政策の見直しにつなげる ⇒「国土強靱化」（レジリエンス）概念を各種政策へ反映
⇒他の計画の指針

国土強靱化推進室資料をもとに作成

→これらを回避する各部局の
施策パッケージ＝プログラム

関係部局の取組
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STEP4 リスクへの対応方策の検討
• ハード対策とソフト対策の組合せ（例）

「国土強靱化地域計画策定ガイドライン」より12



STEP5 対応方策について重点化･優先順位付け

「国土強靱化地域計画策定ガイドライン」より
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STEP5 対応方策について重点化･優先順位付け

「国土強靱化基本計画」より
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